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5.3 中堅・中小企業の相関モデル 
回収したアンケートから企業規模の比較的小さい（従業員数 1,000 人未満）企業のデータを抽出し

（n=13），相関分析を実施した。中堅・中小企業の相関モデルを図 3に示す。 
相関分析の結果，成功モデルと明らかに異なる箇所が 2箇所あることが分かった。一つは，企業パフ

ォーマンスと相関する因子が無いということ，もう一つは経営戦略に則った BP改革が有効性（KPI）に

相関しないことである。また，ITケイパビリティと KPIにも相関が無くなったものが散見され，特にプ

ロセスデザイン能力が BSC顧客以外の KPIに影響を及ぼさないという結果が出た。 

このことから，規模の小さい企業は，戦略的 BP改革への取組みが少ないがために，学習と成長の KPI

達成度が弱く，BSC財務の一時的な効果しか得られず，IT 投資が企業成長へ結びつかないと解釈するこ

とができる。 

 
図 3 相関モデル（中堅・中小企業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．考察と課題 

本実証研究では，IT投資が業績に繋がるパスが明らかになり，また，大企業と中堅・中小企業の連

関パスの差異が分かった。中小・中堅企業の主な問題点として，BP 改革の戦略性の欠如や，プロセス

デザイン能力の不足，情報分析能力の不足，などが推定される。 

本研究の分析上の課題として，企業の業種の混在とサンプル数が少ないことが挙げられる。 
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1 序 21世紀のイノベーションエコシステムの

変化 

2001 年の IT バブル崩壊に始まった今世紀は現

在までリーマンショック(2008)や東日本大震災

(2011)を経験した。この間のインターネットの利

用や新興国の経済長など社会経済の変化は日本

の製造業にも大きな変化を促した。2016 年にはト

ヨタ自動車の営業利益が過去最高となった反面、

シャープが鴻海精密工業に買収されたが、これは、

製造業の主役が情報通信・電機産業から自動車産

業に交代したことを印象付けている。 

電機。半導体を含む情報通信産業の凋落につい

ては多くの研究があり、新興国との競争激化や製

品のコモディティ化に対するマーケティングや

財 務 戦 略 の 失 敗 な ど が 指 摘 さ れ て い る

（Wakabayashi 2012, 湯之上,2012, 2013, 泉

田,2013,西村 2014,）。自動車産業については、新

興国での市場拡大や環境投資が功を奏したこと

などが指摘されている(Cortez et al., 2011)。 
本研究では、この期間に起こった情報通信・エ

レクトロニクスから自動車への製造業の構造変

化について、技術のスピルオーバに着目して分析

する。 

 

2 自動車・情報通信産業の特許生産性の推移 

はじめに、電機産業1から東芝、日立製作所、ソ

ニー、日本電気、富士通、三菱電機、シャープ、

パナソニック（松下電器）、キャノン、自動車産業
2からデンソーとトヨタ自動車を典型例として選

び、両産業を事業として行なっている住友電工を

加えて、研究開発費、テクノロジーストック、お

よび特許出願数を比較した3。 

特許出願数のテクノロジーストックに対する

比率 P/T を特許生産性として比較した。特許生産

性は、特許出願数の研究開発費に対する比率で表

すことができるが（隅蔵ら 2014）、ここではスト

                                                  
1 電機産業として家電、エレクトロニクス、情報通信関

連の製造業の代表的企業として大手電機メーカ８社とキ

ャノンについて比較した。 
2 自動車産業としては自動車部品工業会の会員会社のう

ち、2001-2013 年度に継続して特許出願が 1,000 件以上

であったデンソーと、完成品メーカであるトヨタ自動車

ックであるテクノロジーストックに注目した。 

図 1、図 2、図 3 に 2001 年度から 2013 年度ま

でのそれぞれ各社の研究開発費、テクノロジース

トック特許出願数の推移を示す。 

 
図 1 各社研究開発費(2001-2013 年度) 

 
図 2 各社テクノロジーストック 

(2001-2013 年度) 

 
図 3. 各社特許出願数 (2001-2013 年度) 

を選択した。 
3 研究開発費は有価証券報告書の連結決算から、特許出

願は連結子会社を含めた出願を特許情報プラットフォー

ムで検索した。テクノロジーストックの計算式とプロセ

スは省略し、結果のみを示す。 
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図 4 に IT バブル崩壊後の 3 年(2002-2004 年

度)、リーマンショック直前の 3 年(2005-2007 年

度)、リーマンショックから東日本大震災までの 3

年4(2008-2010 年度)、東日本大震災後の 3 年

(2011-2003 年度)二ついて各社の特許生産性比較

を示す。 

 
図 4.住友電工、電機・自動車産業の 

特許生産性比較(2002-2004, 2005-2007, 2008-

2010, 2011-2013 年度) 

 

図 4 から特許生産性を比較すると、自動車と情

報通信の両事業を行っている住友電工の高い値

が注目される。同社の特許生産性は全期間につい

てキャノンを除く電機、自動車産業各社に対して、

リーマンショック以降についてはキャノンを含

む全会社に対して高い値を示している。住友電工

の自動車事業と情報通信事業は、それぞれ情報通

信関連の部品、自動車関連の部品を製造しており、

両事業の技術を併せ持つという特徴がある。

1980-90 年代には情報通信、エレクトロニクスの

技術分野で積極的な技術開発を行った会社が、情

報通信・エレクトロニクスから自動車への産業構

造の転換期に、どのようなイノベーションマネジ

メトを行ってきたのか。特許生産性をイノベーシ

ョン創出能力の指標と考えるならば、産業構造の

転換に対して、継続的にイノベーション創出能力

を維持してきたと考えることができる。このダイ

ナミズムを解明することは、これからのイノベー

ションマネジメントについて有益な知見をもた

らすことになる 

 

3 住友電工における情報通信事業から自動車事

業へのシフト 

住友電工のイノベーションマネジメントの分

析に先立って、自動車事業と情報通信事業の概況

を簡単に解説する。 

住友電工の事業分野は、2006 年度以降、1.自動

車事業、2. 情報通信事業、3.エレクトロニクス事

                                                  
4 この前後には、東日本大震災(2011)のほか、タイ洪水

(2011)、地上波 TV のディジタル化(2011)、家電エコポイ

業、4.環境・エネルギー事業、5.産業素材事業の

5つに分類される。2005 年度以前は異なった事業

部門で分類されているが、本研究ではこれを現在

の分類に換算して取り扱う。自動車事業は電装品

やワイヤーハーネスなどの自動車部品、情報通信

事業は光ファイバや光・無線通信用のエレクトロ

ニクス部品を開発、製造販売している。 

図 5、図 6、図 7、図 8に 1993 年度から 2014

年度までの全社及び自動車事業と情報通信事業

の売上高、売上高営業利益率、売上高研究開発

費率,テクノロジーストック（全て実質値に基づ

く）を示す。 

 

 
図 5. 住友電工の事業別売上高の推移 

(1993-2014 年度) 
 

 
図 6.住友電工の事業別売上高営業利益率 

(1993-2014 年度) 
 

 
図 7.住友電工の事業別売上高研究開発率 

(1993-2014 年度) 

ント制度(2009-2010 年度)など電機・自動車産業の業績

に影響をあたえる自然災害や政策が多い。 
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図 8 .住友電工の事業別テクノロジーストック

(1993-2014 年度) 

 
図 5, 図 6, 図 7、図 8で自動車事業と情報通信

事業を比較すると、自動車事業が全期間を通して

売上高が最大の事業であったこと、2001年度の IT

バブル崩壊を機に情報通信事業と自動車事業の

営業利益率が逆転したこと、テクノロジーストッ

が 2011 年度に自動車事業が上回るようになった

ことがわかる。すなわち、産業構造の転換に合わ

せて住友電工の営業利益率とテクノロジースト

ックの主役が情報通信事業から自動車事業に交

代したということができるが、テクノロジースト

ックについては比較的長期間をかけてシフトし

たことがわかる。 

 

4 自動車事業の新技術・新製品と技術スピルオ

ーバ 

この期間に発表された自動車事業の新技術・新

製品には、コネクテッドカーと呼ばれるインター

ネットに接続して車を制御する技術と HEV、EV に

代表される環境技術によるものが多い。 

例えば「路車間通信を活用した安全運転支援シ

ステム(2008)」「車と住宅・インフラを結ぶ通信シ

ステム開発参画(2012)」はコネクテッドカーの関

連技術、「HEV 用リチウムイオン電池電極材料開発

(2003)」「自動車用圧粉リアクトル(2009)」は HEV、

EV の技術開発である。 

これらの技術は、自動車事業が 1980-90 年代を

中心に築きあげてきたカーエレクトロニクスや

ブレーキの製造技術が形を変えて活用されてい

るが、同時に社内外の情報通信技術や素材技術を

活用していると考えられる。すなわち、社内外か

らの技術スピルオーバがあったと考えることが

できる。 

技術スピルオーバを受け取り同化する能力、技

術同化能力は 

�� � 1

1 �
��������� �����

�
∙ ������ 

で表される。ここで Tiは事業 iのテクノロジー

ストック、Ti,s は事業 i への技術スピルオーバプ

ールである。これを用いると、自動車事業が外部

から受け取ったテクノロジーストックを推計す

ることができる 

社内の技術スピルオーバプールとしては自動

車事業を除く全事業、社外の技術スピルオーバプ

ールとしては住友電工の事業と関係が深く、ネッ

トワークとエレクトロニクスの技術を保有する

電機産業を想定した。電機産業は産業全体をスピ

ルオーバプールと想定し、研究開発費には、科学

技術研究調査報告（総務省）に記載の電機機械器

具製造業の値を実質化したものを用いた。 

自動車事業がそれぞれのスピルオーバプール

から受容しうるテクノロジーストックを計算し

た。結果を図 9に示す。 

 
図 9. 自動車事業固有のテクノロジーストックと

社内外からの技術同化能力(1993-2014 年度) 

 

図 9 は、自動車事業の技術同化能力は、固有の

テクノロジーストックとほぼ同量を社内と電機

産業から受け入れ可能であることを示している。 

同様の計算を情報通信事業についても行い、自

動車事業と情報通信事業を比較した結果を図 10

に示す。 

 
図 10. 技術同化能力を合わせた自動車事業と情

報通信事業のテクノロジーストックの推移 
(1993-2014 年度) 

 
技術スピルオーバを考慮すると自動車事業の

テクノロジーストックは 2005 年度には情報通信

事業を上回っており技術スピルオーバはイノベ
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ーション創出能力の自動車事業へのシフトを加

速する効果があったことがわかる。 

このようにして活用可能な外部のテクノロジ

ーストックが増加すれば、自ら投資した固有のテ

クノロジーストックに対する技術の限界生産性

(MPT)や研究開発内部収益率(IRR)は上昇する。自

己の技術に加え、社内外の技術の助けを借りるこ

とで、効率的なイノベーション創出が可能となる

ということができる。 

実際、先に述べたコネクテッドカーや HEV, EV

の技術には情報通信技術、エレクトロニクス技術、

エネルギー制御技術、超硬工具製造技術、電磁界

解析など社内外で保有する技術が必要である。こ

のような新技術・新製品の開発には、当然の事と

して技術スピルオーバが寄与していると考えら

れる。 

 

5 結論 

ここまでで考察したように、住友電工では

1980 年代から蓄積してきた固有の自動車技術に

加えて、社内外から情報通信・エレクトロニク

ス技術を受け入れ、共進させることでて継続的

にイノベーションを創出してきた。これは、図

10 に示すような好循環が成立していたことが強

く示唆される。 

 

 
図 10. 継続的イノベーション創出の好循環 

 

(1)十分な研究開発投資が固有のテクノロジー

ストックを増加させる。(2)テクノロジーストッ

クの増加が技術同化能力 Zを向上し、外部からの

技術の取り込みが活性化される。(3)外部技術と

固有技術によって新たな技術開発が進み、限界生

産性(MPT)と内部収益率(IRR)を増加させる。(4)

増加した MPTと IRR が事業収益を増加させる。(5)

イノベーションを創出、収益を増大する。(4)増加

した収益によって新たな研究開発投資が行われ

る、好循環が成立する。この好循環が継続するこ

とで、継続的イノベーション創出が可能となる。 

このように、情報通信事業から自動車事業への

イノベーション創出能力のシフトは、固有の自動

車技術に、外部から情報通信技術などを取り入れ

内生化することでイノベーションと収益の好循

環を加速したことによると考えられる。 

 

6 今後の課題 

本研究では、イノベーション創出能力として技

術スピルオーバの活用による固有技術と外部技

術との共進ダイナミズムについて考察した。これ

を深化して個別の技術開発に立ち入ってミクロ

な構造を分析すれば、さらに詳細なイノベーショ

ン創出と収益化のダイナミズムが解明されると

考えられる。そのためには、新技術・新製品と特

許出願について技術内容を分析し、技術間の関連

を分析することが望まれる。今後は、このような

分析を通じてイノベーション創出のダイナミズ

ムを実証し、レジリエントなイノベーション創出

の要件をさらに詳細に解明してゆく。 
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